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1．研究の背景と目的 

 近年，人口減少時代を迎えた我が国では，地方自治体の

経営が厳しい状況にある．その対策のひとつとして注目さ

れているのが市町村合併であるが，平成の大合併実施に伴

い様々な問題が顕在化した． 

 本研究では，合併の効果を予測する新たな分析モデルを

構築し，現在検討されている北海道内の合併案 1）を対象と

して分析を行う．その結果から，合併のメリットとデメリ

ットを明らかにし，今後の合併の在り方を考究し，持続可

能な地域づくりに関する知見を得ることを目的とする． 

 

2．分析モデル 

2-1 分析フレーム 

 本研究では，自治体の財政効率と公共サービス効率に注

目し，仮想の合併前後の効率性変動から，合併の効果を分

析する．また，公共サービス水準評価の際に，アクセス性

を考慮した新たな指標を導入したことが特徴である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 分析フレーム 

 

2-2 分析対象と分析モデル 

 本研究では，北海道内の合併案に示されているそれぞれ

の組合せ（43 組）を，「合併モデル（合併後）」と「非合併

モデル（合併前）」に場合分けし，これらを分析対象とする．

このうち，合併モデルの人件費と歳出は，道内既存市町村

の実データ２）から構築した規模拡大効果を考慮可能な予測

モデルに基づき設定する．これらのモデルを以下に示す． 
人口-人件費モデル 
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ここで， ix は自治体i の人口， ( )i
mec xf は人口 ix にお

ける人口１人あたり自治体人件費である． 
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ここで， mec
iRE は自治体i の合併による人件費削減効果係

数， a
ix は自治体i の合併後人口， b

ix は自治体i の合併前

人口（ここでは，中心自治体人口）である． 

合併後人件費予測値 
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ここで， est
iMEC は自治体i の合併後人件費予測値，

b
iMEC∑ は自治体i における合併関係自治体の合併前人

件費合計である． 
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 ここで， ( )i
bex xf は人口 ix における人口１人あたり自治

体歳出である． 
合併後歳出予測値も人件費と同様の方法で算出する． 

 

2-3 DEAによる効率性分析 

 本研究では，財政及びサービスの効率性算出に包絡分析

法（Date Envelopment Analysis：以下DEA）を用いる．財政

効率性分析は図-1 中段左に示す項目を用いる．特に出力に

は，自治体の自立の尺度として「地方税」を設定する．サ

ービス効率性分析は図-1 中段右に示す項目を用いる．特に

出力では，新しいサービス指標として「総サービススコア」

を設定する．次章において，この指標を説明する． 

 

3．アクセス負荷を考慮した総サービススコア 

合併モデルの 
データ設定 

分析対象 
1）道内既存市町村：180 
2）合併モデル：43 
3）非合併モデル：43 

財政効率性分析 
入力 人件費 

歳出 
‐（人件費を除く） 

   地方債残高 
出力 地方税 

DEA 
サービス効率性分析 
入力 人件費 

歳出 
‐（人件費を除く） 

   地方債残高 
出力 総サービススコア 

DEA 

比較・考察 
アクセス負荷を考慮した
総サービススコアの算出 

キーワード 市町村合併，アクセス負荷，CSD型自治体モデル，規模拡大効果，財政効率，サービス効率 
連絡先   〒064-0926 札幌市中央区南26条西11丁目１番１号 北海学園大学 Tell：(011)841-1161(内7773) 
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3-1 モデルのコンセプト 

 総サービススコアは，サービス提供地区までの移動距離

（アクセス負荷）を評価要因に加え，利用者の視点に立っ

た新サービス評価指標として提案する． 

3-2 アクセス負荷の算出 

 アクセス負荷は利用者の居住地に依存するため，算出が

困難である．そこで，新たに「中心サービス提供地区（Central 

Service District：以下CSD）型自治体モデル」を提案する．

これは「住民均等分布」，「直線的アクセス」などを仮定し

た円形の自治体モデルで，アクセス負荷のイメージは図-2

のようになる．これをもとにアクセス負荷を算出すると，  

( )53
2 　　　　　　　　πii APAB =  

となる．ここで iPAB は自治体i の一人当たり平均アクセス

負荷， iA は自治体i の活動面積 3）である． 
 

 

 

 

 

 

 

図-2 CSD型自治体モデルのアクセス負荷イメージ 

 

3-3 総サービススコアの算出 

 総サービススコアは，サービス実量 4）5）6）を対象人口とア

クセス負荷で除して求めたサービス水準から算出する．こ

れを偏差値化させたサービス偏差値に対象人口をかけ，そ

の合計を総サービススコアとして算出する． 

 

4．分析結果と考察 

4-1 合併形態と合併効果の定義 

 “中心自治体の人口が人口第 2 位自治体の人口の倍以上

となる組合せ”を吸収型合併，それ以外を同規模型合併と

定義する．また，“合併モデルの DEA 効率値を非合併モデ

ルの DEA 効率値で除したもの”を合併効果（1.000 以上が

プラスの効果あり）と定義する． 

 

4-2 合併効果 

 財政効率合併効果は，全組合せで1.000以上となった．特

に十勝 C（士幌町，上士幌町，鹿追町，新得町，清水町）

の合併効果は1.39で最大である．サービス効率合併効果は， 

43組中37組で1.000以上なった．特に空知B（南幌町，由

仁町，長沼町，栗山町）の合併効果は1.28で最大である． 

 以上から，合併は財政効率性を向上させる効果を持つが，

サービス効率は低下する可能性があることがわかった． 

 

4-3 合併形態別の合併効果比較 

 図-3 に財政とサービスの合併効果スコアの散布図を示す．

Zone-A は両効果が平均以上，Zone-B は両効果が平均以

下の領域である．Zone-Aには14組が属し，うち12組が

同規模型合併であった．Zone-B には 19 組が属し，うち

17組が吸収型合併であった．以上より，同規模型合併は

吸収型合併よりも比較的合併効果が高いことが分かった． 
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図-3 合併効果比較図 

 

5．結論 

 本研究では，新たにCSD型自治体モデル，アクセス負荷

モデル，総サービススコアを考案し，これらを統合した合

併効果分析モデルを新たに構築した．その分析結果から，

同規模型合併の優越やサービス効率性の低下の可能性が示

唆された．今後の課題として，CSD 型自治体モデルでは，

仮定や条件の改良，あるいは GIS とのシステム統合による

発展などが考えられる．また，予測モデルの精緻化など，

さらに検討が必要である． 
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